
『お知らせ』 
原子力損害賠償紛争解決（ＡＤＲ）センター福島事務

所会津支所は、１１月より毎週水曜日は支所での業務

は行わず、第２・第４水曜日のみ大熊町役場会津若松

出張所（旧学鳳高校跡）の「出張窓口」での対応とな

ります。 

大熊町役場会津若松出張所（旧学鳳高校跡）周辺地図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＤＲセンターの特徴 

★中立・公正な国の機関が仲介します。 

★裁判よりも手続が簡便で、ご本人様お

一人でも申立てができます。  

★申立てに当たり、納付していただく費

用はありません（仲介費用は無料で

す）。 
※ただし、送料などの実費は各自ご負担いた

だきます。 

★中間指針（賠償について国に設置され

た審査会が定める一般的な指針）に明

記されなかったものについても、個別

の事情に応じて和解案を提示してい

ます。 

あ 

『支所の主な業務内容について』 

※申立てに係る申立書の配布と、書き方の説明を行っています。 

※申立書の受付や申立後の流れなどの説明を行っています。 

※各種パンフレットや和解事例集をお渡しします。 

【なお、賠償されるかどうかのご相談には応じかねます。】 

会津地域の営農者の皆さまへ 

原発賠償でお困りではないですか？ 

★原発事故直後に東京電力に直接請求

したが、請求が認められなかった方 

★東京電力からの補償内容に納得がい

かない方 

★東京電力への請求が済んでいない方 
 

今からでも、 

ＡＤＲセンターを利用いただけます 



 

 

 

 

 

 

 

 

東京電力福島第一原発事故による被害について、未請求の方はお早

めに東京電力へ請求するか、原子力損害賠償紛争解決センターへお

申し立て下さい。 
 

◎東京電力へのお問い合わせ先…0120-926-404 
受付時間平日/９時～１９時（月～金＊休祝日除く）９時～１７時（休祝日） 

 

出張窓口の開設日（平成 30 年 11 月～12 月） 

１１月１４日（水）/ １１月２８日（水） 

１２月１２日（水）/１２月２６日（水） 

平成３１年１月以降の開設月日は改めてお知らせ致します 

※ご注意下さい…出張窓口の開設日を含む毎週水曜日は、 

一箕町松長の会津支所では業務は行っておりません 

 

【ＡＤＲセンターの利用をお考えの方はこちらへ】 
●申立書の入手や書き方の案内を行う会津支所を是非、御利用ください。 

●申立書は、ＡＤＲセンターのホームぺージからのダウンロード、または下記フリーダ

イヤルにお電話いただくことでも入手可能です。 
 

原子力損害賠償紛争解決センター 
 

【福島事務所 会津支所】 福島県会津若松市一箕町松長 1-17-62 
（業務時間のお知らせ…月曜日～金曜日 9:00～17:00（水曜・祝日及び 12/28～1/3 を除く）） 

毎月第２・第４水曜日は大熊町役場会津若松出張所（旧学鳳高校跡）の「出張窓口」となります。 

フリーダイヤル：0120-377-155（平日 10 時から 17 時）※ただし、年末年始を除く 

 

 

 原発事故の賠償請求にも「時効」があります 

原発事故による賠償の時効は「損害を知った時から 10 年」です。 

また、時効前にセンターに申立てられた和解の仲介について、仲介の間

に損害賠償に時効がかからないようにする特例法が制定されています。 

ご存知ですか？ 



会津地域の営農者の方が申し立て、和解成立した事例（抜粋） 
 
 

①会津地域の山菜キノコの生産業者について、確定申告等の資料が無かったが本人陳述と

注文書等の資料に基づき、原発事故による出荷制限に伴う逸失利益を認定して賠償した

事例 

 

②会津地域でしいたけ、なめこの栽培・販売を営む申立人について、原発事故よりこれら

の栽培・販売ができなくなったことによる逸失利益及び廃棄したほだ木の財物損害が賠

償された事例 

 

③会津地域の稲作農家である申立人の風評被害による逸失利益について、基準年度と比較

した単価の差額に対象期間の出荷量を乗じる算定方法（本件における東京電力の主張）

を採用せず、基準年度の売上額に平均価格変動係数を乗じた額と対象年度の売上額との

差額を算定する方法（農作物一般に適用される東京電力の書式による方法）により賠償

がなされた事例 

 

④福島県中通りで有機農業を営み、農協経由の販売と農協を経由しない販売の両方を行っ

ていた農家について、農協を経由しない販売分についての風評被害による逸失利益及び

検査費用等が賠償された事例 

 

⑤会津地域で無農薬無化学肥料栽培米を栽培し、消費者に直接販売していた稲作農家につ

いて、風評被害により販売できなかった平成23 年度産米につき、他に販売することも

可能であるとする東京電力の主張を排斥し、くず米としての販路はあるが、無農薬無化

学肥料栽培米としての販路はないと判断して、くず米販売価格相当額を控除した逸失利

益等が賠償された事例 

 

 

 
 
 
 
 

このほか、多くの和解事例が

ADRセンターのホームページに

掲載されていますので、ぜひご覧

ください。 
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